
【概要】

【産業】

【行政職員】

（1）人口

（1）産業構造（R2国調）

（1）職員数（R5.4.1現在） （2）ラスパイレス指数

（2）農業・工業・商業

（3）面積 （4）有権者数（R5.9現在）

（2）人口動態

区　分 人　口
（人）

15歳未満
人口割合
（％）

15〜64歳
人口割合
（％）

65歳以上
人口割合
（％）

世帯数
（世帯）

H22.10. 1（国調） 5,357,965 ― ― ― 2,169,931

H27.10. 1（国調） 5,308,974 ― ― ― 2,218,793

R 2.10. 1（国調） 5,259,112 ― ― ― 2,300,082

R 5. 9. 1（推計） 5,193,180 ― ― ― 2,349,555

区　　　分 就業人口（人） 構成比（％）

第 1 次 産 業 15,027 0.7

第 2 次 産 業 496,974 22.4

第 3 次 産 業 1,616,252 72.9

計（分類不能含む） 2,215,798 100.0

全　　部　　門 40,041 人（ 7.7 人/人口千人）

普通会計　計 31,816 人（ 6.1 人/人口千人）

一般行政 23,529 人（ 4.5 人/人口千人）

特別行政 8,287 人（ 1.6 人/人口千人）

その他の会計　計 8,225 人（ 1.6 人/人口千人）

普通会計　類似団体
（R4.4.1現在） ― 人（ ― 人/人口万人）

R4. 4. 1 98.7

農　　　　業
（R 2 年・確報）

総農家数

18,293 戸

経営耕地面積

644,023 ａ

工　　　　業
（R 3 年・確報）

（※）

事業所数

8,215 所

従業者数

257,039 人

製造品出荷額

− 億円

商　　　　業
（R 3 年・確報）

事業所数

31,915 所

従業者数

311,895 人

年間商品販売額

121,457 億円

（※）従業員4名以上を対象

行政区域面積　（R5.3.31現在） 1529.78 k㎡

市街化区域面積（R5.3.31現在） 63,990 ha

男 女 計

2,063,096 人 2,293,655 人 4,356,751 人

区　分 人口密度
（人/k㎡）

人口伸率
（％）

高齢化率
（％）

昼夜間
人口比率
（％）

H22.10. 1（国調） 3,511 0.01 22.2 92.3

H27.10. 1（国調） 3,470 △0.9 26.5 92.2 

R 2.10. 1（国調） 3,437 △0.9 28.3 92.6 

市町村（除大阪市・堺市）合計・平均

− 94 − − 95 −
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【財政】（1）決算収支（普通会計）	 （百万円、％）
歳　　入 歳　　出 実質収支 単年度収支 実質収支比率 標準財政規模 経常収支比率 財政力指数

R 4 年度 2,375,539 2,326,768 34,202 △ 6,416 3.0 1,157,581 94.4 0.664 
R 3 年度 2,388,535 2,333,899 40,618 14,754 3.5 1,177,005 91.9 0.756 
R 2 年度 2,696,499 2,650,940 25,865 1,673 2.3 1,124,018 95.7 0.772 

（2）主な歳入・歳出	 （百万円、％）（3）公営企業等決算（R4年度）	（百万円）

（4）積立金及び地方債の残高状況
　　（R4年度）	 （百万円）

区　　　分 R4年度 構成比 R3年度 構成比 R2年度 構成比
歳 入 計 2,375,539 100.0 2,388,535 100.0 2,696,499 100.0 
地 方 税 806,155 33.9 787,781 33.0 788,086 29.2 
地 方 交 付 税 264,469 11.1 261,132 10.9 210,289 7.8 

普通交付税 250,779 10.6 247,846 10.4 197,850 7.3 
国・府　支出金 797,271 33.6 839,076 35.1 1,218,337 45.2 
地 方 債 106,733 4.5 132,983 5.6 148,339 5.5 
歳 出 計 2,326,768 100.0 2,333,899 100.0 2,650,940 100.0 
義務的経費計 1,232,372 53.0 1,280,759 54.9 1,133,853 42.8 

人 件 費 327,979 14.1 329,488 14.1 325,822 12.3 
扶 助 費 738,251 31.7 790,028 33.9 650,664 24.5 
公 債 費 166,142 7.1 161,243 6.9 157,368 5.9 

投資的経費計 200,844 8.6 197,538 8.5 200,495 7.6 
普通建設事業費 200,385 8.6 196,933 8.4 199,234 7.5 

単独事業費 99,369 4.3 98,928 4.2 102,570 3.9 

上水道 経 常 損 益 8,525
利 益 剰 余 金 80,989

病　院 経 常 損 益 7,306
利 益 剰 余 金 △ 45,874

下水道
（法適）

経 常 損 益 11,548
利 益 剰 余 金 56,371

下水道
（法非適）

単 年 度 収 支 56
実 質 収 支 98

土地開発公社
保有土地（R4年度末）

面積 10.6ha
金額 18,451

年
度
末
現
在
高

財 政 調 整 基 金 214,544
減 債 基 金 44,223
その他特定目的基金 262,808
積 立 金 計 521,575
住 民 一 人 あ た り 額 99.9千円市 町 村 平 均
地 方 債 1,486,280
住 民 一 人 あ た り 額 284.7千円市 町 村 平 均

（5）健全化判断比率等	 （%）
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

R 4 年度 ―
―
―

―
―
―

3.1 
3.2
3.4

―
―
―

R 3 年度
R 2 年度

（6）連結実質収支等の状況（主な会計）（R4年度）	（百万円）（7）将来負担額の状況（R4年度）	 （百万円）

区　　　　　　　分
実質収支・
資 金 不 足

（剰余）額

資金
不足
比率

一 般 会 計 等 34,098

公
営
企
業
会
計
等

上 水 道 事 業 会 計 89,014 ―
病 院 事 業 会 計 38,048 ―（うち解消可能資金不足額） （623）
下 水 道 事 業 会 計 46,711 ―（うち解消可能資金不足額） （3,573）
国民健康保険事業会計 10,391
そ の 他 24,268

標 準 財 政 規 模 1,157,581
連 結 実 質 収 支 額 242,530

項　　　　目 金　額

将

来

負

担

額

連結実質赤字額 0  
地方債現在高（一般会計等） 1,516,415  
公営企業債等繰入見込額 492,441  
退職手当負担見込額 205,790  
土地開発公社等の負債額等負担見込額 5,144  
その他 70,218  
小計 2,290,008  

充
当
可
能

財
源
等

充当可能基金 577,886  
充当可能特定歳入 478,385  
基準財政需要額算入見込額 1,557,336  
小計 2,613,608 

（8）税収の状況	 （百万円、％）

区分 R 4　年　度 R 3　年　度 R 2　年　度
収入済額（構成比） 徴収率 収入済額（構成比） 徴収率 収入済額（構成比） 徴収率

税 収 計 806,155 （100.0） 98.6 787,781 （100.0） 98.5 788,086 （100.0） 97.5
市
町
村
民
税

個 人 308,826 （38.3） 98.1 302,858 （38.4） 98.2 308,233 （39.1） 97.9
法 人 49,150 （6.1） 99.4 47,192 （6.0） 99.3 47,253 （6.0） 96.3

計 357,976 （44.4） 98.3 350,050 （44.4） 98.3 355,486 （45.1） 97.7
固
定
資
産
税

土 地 131,560 （16.3） 98.8 132,399 （16.8） 98.7 130,020 （16.5） 97.4
家 屋 147,135 （18.3） 98.8 140,789 （17.9） 98.6 142,430 （18.1） 97.3
償 却 資 産 45,338 （5.6） 99.2 43,944 （5.6） 99.1 41,884 （5.3） 95.6

計 324,033 （40.2） 98.9 317,132 （40.3） 98.7 314,334 （39.9） 97.1

− 94 − − 95 −


